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研究成果の概要（和文）：複数学校の組織(Cross-Schools Organisation,CSO)の急速な流行は、近年の教育改革
の特徴である。この研究ではCSOを、複数学校のネットワークであり、教育資源を共有する組織であると定義し
た。分析のメインターゲットはイギリス 、オーストラリア、日本の義務教育段階の学校地域連携(である。どの
国でも中央政府が、CSO政策を義務教育の革新のために推進している。 
日本では、文部科学省と地方自治体は学校地域連携の効果を強調するが、本研究では単位学校のメリットの小さ
さ、学校間連携の成功の条件として重要な中学校長のリーダーシップ、学校への自律性の保障、などをあきらか
にした。

研究成果の概要（英文）：Rapid prevailing of Cross- School Organisation (CSO) is a feature of this 
changing century. There are varieties of CSO among advanced countries. We define CSO as multi- 
schools networking which share educational resources. 
We  mainly compare the United Kingdom,Australia and Japan.In each countries, the central governments
 go ahead with school CSO policy.While there are many successful cases in Expanding CSO provide many
 successful cases, simultaneously it is sometimes criticized from stake holders. Especially in 
Japan, the Ministry of Education and local authorities emphasizes effectiveness of NSC and introduce
 good practices. are introduced, However, thorough our three- years research, in some cases, 
headteachers and school governors lose their purpose and leadership in CSO because of a lack of a 
macro improvement model and  a leadership model.

研究分野： 教育経営、教育政策

キーワード： 学校間連携　クロススクール　日本　イギリス　オーストラリア

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
(1)クロススクール型教育経営の定義の明確化、本研究の成果としては、まずクロススクール型教育経営の定義
を明確化したという理論的な成果がある。このほかの具体的意義は以下のとおりである。
(2)クロススクール型教育経営がなぜ先進国で導入されるのかの分析モデル提示とそれによる日本国内およびイ
ギリス・オーストラリアの事例分析、(3)日本における学校間連携の自己目的化という課題、(4)日本のクロスス
クール型教育経営の普遍性と特殊性、(5)日本におけるクロススクール型教育経営の詳細なケーススタディ、(6)
クロススクール型教育経営の単位学校にとってのメリットの少なさ、(7)日本の構造的課題。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
研究開始当初にこの研究が必要とされた背景は 2 つある。2015 年当時の状況を振り返ると

以下のようになる。 
(1)単位学校を超える形での教育資源の共有と活用の進展 

1 つ 1 つの学校（単位学校）の教職員によってのみ学校運営が完結する時代はすでに終焉し
（北神 2010）、単位学校を超えた教育資源（ヒト・モノ・カネなど）の活用への取り組みが進
展している。1 つの単位学校は、いまや小中一貫教育のメンバーであり、拡大学校運営協議会
（中学校区単位での地域教育経営組織）のメンバーであり、要保護児童対策地域協議会（子ど
もを守る地域ネットワーク、以下要対協）の構成員でもある。文部科学省のすすめる小中一貫
教育とコミュニティ・スクール改革の同時進行は今後、国内自治体・教育委員会に対し単位学
校を超えた教育資源活用の必要性をいっそう高めていく。 
このように単位学校を超える形で、地域教育経営組織が発展すると、学校間での教育資源の

共有と活用が進展する。とくに学校間連携によりヒト（人的リソース）を共有し活用するとい
う地域教育経営のスタイルが先進諸国で拡大しつつある。英米、フィンランドの学校間連携の
動向を検証し、オーストラリアの事例を詳細に検証した Bentley and Cazaly(2015)は、複数の
学校にかかわり、教員や地域人材、専門家のネットワークを構築し、教育成果向上につなげる
学校横断型人的リソース(Cross School Human Resource)の存在が、連携下にある単位学校の
マネジメントと教育成果を向上させることをあきらかにしている。 
 (2)国内外の研究状況 
地域教育経営と単位学校運営との関連をいかにとらえるべきかという理論的考察は、教育経

営学研究において伝統的に蓄積されてきた（小島 1983,南部 2008）。地域教育経営の視点から
のカリキュラム・マネジメント分析、学校予算・財務運営やスクールリーダー養成などの分析
も進展してきた（安藤 2014,本多 2015,本図 2015）。また地域人材の学校経営参画という視点か
らは、コミュニティ・スクールの導入や効果に関しての佐藤晴雄ほか(2014)の研究も重要であ
るが、複数学校から成りたつ地域教育経営組織の実態の解明や効果分析が必要な状況にある。 
海外研究では、学校間連携による教職員研修等が児童生徒のテストスコアを改善し、学校間格
差を縮減させることがロンドン市における先駆的な取り組みによって広く知られるようになっ
た(Baars2014 など多数)。またオーストラリアでも前述したように学校間連携の効果に注目し
た分析が進展しているが、先進諸国以上に深刻な財政制約条件にある日本での、単位学校を超
えた教育資源活用の実態と効果の解明は、国際的な教育経営研究の中でも重要な意味を持つ状
況にあった。 
 
２．研究の目的 
 以上の背景をふまえ、我々は研究の目的を以下のように設定した。 
(1)単位学校を超えた教育資源活用の組織体制および目的の把握 
 拡大学校運営協議会の組織体制および目的の把握を行う。この際、小中一貫教育のための教
職員組織との連携体制、拡大学校運営協議会と地域 NPO や要対協等との連携体制についても
把握する。組織を構成する人的リソースの把握（教職員や地域人材、子ども福祉関係者などの
構成）および中学校区単位でのマネジメント支援のための共同実施組織との関係も把握する。 
(2)学校横断型人的リソース(Cross School Human Resource)活用の把握と実態の把握 
 複数の学校にかかわり、教員や地域人材、専門家のネットワークを構築し、教育成果向上に
つなげる学校横断型人的リソースを特定し、中学校区の単位学校や関係機関、拡大学校運営協
議会等でいかなる役割を果たしているのかを検証する。 
(3)イギリス、オーストラリアとの事例比較 
 学校間連携の進展しているイギリス、オーストラリアとの事例比較により、日本の単位学校
を超えた資源配分活用の目的や組織体制の課題や、特徴を明確化する。 
 
３．研究の方法 
研究方法は、以下の通りである。 

(1)複数学校連携(Cross-Schools Network)に関する国内外の理論動向の整理と分析枠組みの構
築 
(2)国内の先進自治体における教育委員会・学校管理職・連携担当教員インタビュー調査 
(3)イギリス、オーストラリアにおける学校間連携の政策的コンテクストおよび実態に関する調
査 
 
４．研究成果 
(1)クロススクール型教育経営の定義の明確化 
本研究の成果としては、まずクロススクール型教育経営の定義を明確化したという理論的な

成果がある。 
すなわちクロススクール型教育経営とは、単位学校を越えた教育資源（ヒト・モノ・カネ・

情報・経験）の共有と配分の仕組みであり。単なる学校間の連携ではない、ということを明確
化した。 
(2)クロススクール型教育経営がなぜ先進国で導入されるのかの分析モデル提示とそれによる



日本国内およびイギリス・オーストラリアの事例分析 
 そもそも、クロススクール型教育経営は必要なのか？という問いに対し、先行研究では実に
様々な理由が挙げられており、その目的等も含めて包括的な分析モデルが存在しない状況にあ
った。たとえば、①1 人 1 人の子どもや保護者の抱える課題の複雑化により単位学校組織での
対応に限界を認識することが、クロススクール型教育経営の出発点の一つ(北神 2009, Bentley 
and Cazaly2015)であるという認識、②社会構造変化に対応する必要から従来の学校経営に何ら
かの形でイノベーションを引き起こし、児童生徒のアウトカムの拡張と向上が期待される理論
動向(World Economic Forum2017)、③新自由主義的な単位学校間競争から、複数学校間やプラ
イベートセクターとの連携と協働による集合的な学校改善への期待(Ainscow2016)等があげら
れる。それゆえに本研究では下図のように分析モデルを提示し、国内外の事例を分析モデルを
通じて整理することで、「なぜクロススクール型教育経営が導入されているのか？」を比較可能
な形で分析することができた。 

(3)日本における学校間連携の自己目的化という課題 
 日本では文部科学省により小中連携や小中一貫教育、義務教育学校といった学校間連携政策
が推進されているが、その連携目的や連携の機関が明確化されておらず連携が自己目的化して
いるという課題がある。 
また学校間の連携を主眼とするイギリス・オーストラリアと比較すると、学校同士の連携を

通じて学校の外部機関との連携を達成しようとする連携もあり（チーム学校・学校プラットフ
ォーム）、日本のクロススクール型教育経営の特徴を見出すことができた。 
なお、同じ特色をもった同一校種同士の地域を超えた連携（スーパーサイエンスハイスクー

ル同士の連携、小中一貫校同士の連携）等の解明は今後の課題である。 
 
(4)日本のクロススクール型教育経営の普遍性と特殊性 
オーストラリア・イギリスとの対比において日本のクロススクール型経営の特殊性と普遍性

は以下のように説明できる。 
①クロススクール型教育経営は政府・自治体（教育委員会）の主導性が強い 
②学校間の連携目的の多義性、不透明性 
③単位学校の自律性の軽視 
  
(5)日本におけるクロススクール型教育経営の詳細なケーススタディ 
 本研究では地方中規模都市である A 市、C 市（人口規模 10 万人以下）、政令市 B 市を対象と
した詳細なケーススタディを行った。 
やはり日本では、自治体、ときには学区ごとに連携目的に多義性があり、A市・B市 Q中学校

ではカリキュラムや授業方法連携、生徒指導・生活指導等の課題対応連携が主眼であった。こ
れに対し C市では体験活動の保障が目的とされていた。 
クロススクール型教育経営におけるリーダーシップの所在については、B 市Ｑ中学校におけ

る校長のクロススクールリーダーとしての主導性が、確認された。エビデンスにもとづき、中
学校側が小学校のカリキュラムや教育方法に学ぶべきとのビジョンのもとで、学校間連携に著
しい進展を見せつつあった。これは日本におけるシステムリーダーシップの萌芽として注目に
値する。 
いっぽうで A市の中学校長は小中連携組織の中でフラストレーションを感じており、小中連

携に関する中学校長のビジョン提示や小学校側への歩み寄りといった課題が明確化できる。 



 なおＣ市においては地域と学校との「終わりのない活動」の中で「マンネリ化」も指摘され
ており、クロススクール型教育経営のマネジメントサイクルをどのように構築していくのかが
課題であることが明確化できた。 
 とくにイギリスの一部の Multi Academy Trust や日本の小中連携のような全面的連携のケー
スでは改善されるべき課題であり、日本の詳細なケーススタディを通じて世界的な教育経営の
理論的課題を明確にすることもできた。 
 また、各自治体のクロススクール型教育経営の長所もあきらかにした。 
Ｂ市では、自治体が複数の連携モデルを提示し、研修やデータなどの知識基盤を校長に提供し
ている。これにより校区レベルでの課題共有、解決戦略を中学校長が選択することが可能にな
っており、Q中学校管理職のシステムリーダーシップ萌芽を確認できた。 
Ａ市は自治体のターゲットと担任外の連携担当職員を中学校に配置している点が特徴であり、
とくに児童生徒の問題に対し、目的･部門を明確にした連携が成立している。 
Ｃ市はイギリスとの共通性が高く、学校間連携や他セクター連携を通じて、財務･運営効率化や
人的資源の共有、現場レベルでの教育活動の質量改善への集中などを実現できている。 
 
 
(6)クロススクール型教育経営の単位学校にとってのメリットの少なさ 
本研究の分析の視点の 1つが、単位学校にとってのメリットは明確か？ということであった。

この意味で連携組織内の単位学校すべてにメリットが明確になっておる成功例といえるのは A
市のみであった。 
 A 市では手厚い人的資源動員（専任生徒指導主事・担任外連携担当教員、学習支援団体法人
職員）による単位学校および学校区での児童生徒指導・支援能力の向上を実現しており、クロ
ススクール型組織の中にある小中学校において、1 校だけで対応困難な事例への対応能力が向
上し、各学校の負担が軽減されるというメリットを実現している。 
 
 (7)日本の構造的課題 
社会構造・教育行政体制の変容に伴い、単位学校を超えた学校運営組織（クロススクール）

のアイデアは確かに重要である。 
しかし、特に日本の義務教育段階に焦点化すると、クロススクールの展開には、システムレ

ベルでの「難問」の存在を指摘できる 
日本の教育経営はシステムレベルにおいて（二方向の）「難問」が指摘できる。まず複数のク

ロススクール型改革の錯綜･拡散、そしてたとえば文部科学省によって主導される学校統廃合と
関連した「小中一貫教育の推進」自治体での制度の斉一的適用という課題である。 
この構造的課題ゆえに、連携が自己目的化した全面的連携の推進として離脱不能な形で促進

されてしまう。単位学校の校長たちや住民・保護者などにリーダーシップや学校の自律性に関
する権限を拡大しつつ、柔軟な形でクロススクール型教育経営が促進できなければ、学校間連
携を通じてより困難な状況に陥っていく学校も出現してしまう。すなわち「クロススクールを
通じた教育経営」と「子どもの学びを豊かにする（個別課題対応）組織化」の乖離可能性が出
てしまう。また日本の義務教育段階に焦点化したクロススクール型教育経営では「イノベーシ
ョン創出」という目的がイギリス・オーストラリアと比較して極端に薄い。 
 そこには「設置者管理主義」の制約による自治体関与があると推察され、その緩和の条件の
探索が今後の研究課題でもある。 
 クロススクールは魅力的な手段ではあるが、万能薬ではない。 
 目的を明確化した連携をいかにデザインできるかが、重要である。 
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